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まとめ資料比較表〔気象資料の変更に伴う被ばく線量の評価結果について〕 

女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

気象資料の変更に伴う被ばく線量の評価結果について 

 

気象資料の変更に伴い，平常運転時における一般公衆の受け

る線量評価と設計基準事故時の線量評価の記載が変更となる。

評価に当たっては，2012年1月から2012年12月までの気象資料を

用いて，各種指針に基づき線量評価を実施した。具体的な評価

結果について以下に示す。 

 

1. 平常運転時における一般公衆の受ける線量評価 

「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指

針」に基づき，気体廃棄中の希ガスからのγ線，液体廃棄物

中に含まれる放射性物質（よう素を除く）及び気体廃棄物中

及び液体廃棄物中に含まれるよう素に起因する実効線量を，

「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指

針」に従って評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.1 実効線量の計算方法 

女川2号炉の気象資料の変更に伴い，平常運転時における一

般公衆の受ける実効線量について，線量評価指針及び気象指

針に基づき計算している。 

 

(1）気体廃棄物中の放射性希ガスのγ線に起因する実効線量 

気体廃棄物中の希ガスによる実効線量の計算は，放射性

雲からのγ線による外部被ばくを対象に行っている。計算

に当たっては，蒸気式空気抽出器及び換気系からの放出を

連続放出，起動用真空ポンプからの放出を間欠放出とし，

それぞれの放出モードにおける第1-1表の希ガスの年間放

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料１ 

気象資料の変更に伴う被ばく線量の評価結果について 

 

気象資料の変更に伴い，平常運転時における一般公衆の受け

る線量評価と設計基準事故時の線量評価の記載が変更となる。

評価に当たっては，2009年1月から2009年12月までの気象資料を

用いて，各種指針に基づき線量評価を実施した。具体的な評価

結果について以下に示す。 

 

1. 平常運転時における一般公衆の受ける線量評価 

「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指

針」に基づき，気体廃棄物中の希ガスからのγ線，液体廃棄

物中に含まれる放射性物質（よう素を除く）及び気体廃棄物

中及び液体廃棄物中に含まれるよう素に起因する実効線量

を，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評

価指針」に従って評価する。 

なお，１号炉の線量評価については，１号炉が廃止措置段

階（島根原子力発電所１号炉廃止措置計画認可申請書（平成

29年４月19日付け，原規規発第17041912号をもって廃止措置

計画認可））であることから，島根原子力発電所原子炉設置

変更許可申請書（１号及び２号原子炉施設の変更並びに３号

炉の増設）（平成17年４月26日付け，平成15・12・18日原第

３号をもって設置変更許可）の添付書類九「5. 平常運転時

における一般公衆の受ける線量評価」における１号炉の線量

評価結果を用いる。 

 

1.1 実効線量の計算方法 

島根２号炉の気象資料の変更に伴い，平常運転時における

一般公衆の受ける実効線量について，線量評価指針及び気象

指針に基づき計算している。 

 

(1）気体廃棄物中の放射性希ガスのγ線に起因する実効線量 

気体廃棄物中の希ガスによる実効線量の計算は，放射性

雲からのγ線による外部被ばくを対象に行っている。計算

に当たっては，蒸気式空気抽出器及び換気系からの放出を

連続放出，起動用真空ポンプからの放出を間欠放出とし，

それぞれの放出モードにおける第1-1表の希ガスの年間放

 

 

 

 

 

・気象期間の相違 

【女川２号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・廃止措置号炉に関する

記載の相違 

【女川２号】 

島根１号は炉廃止措

置段階であることによ

る記載の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

出量及びガンマ線実効エネルギーを用いて計算している。 

気体廃棄物中の希ガスの濃度 （x′，y′，z′）(Bq/m3）は，

気象指針に規定される次の（1.1）式を用いて計算している。 

 

 

 

 

評価地点における希ガスによる空気カーマ率の計算は，

線量評価指針に規定される次の（1.2）式を用いている。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出量及びガンマ線実効エネルギーを用いて計算している。 

気体廃棄物中の希ガスの濃度 （x′，y′，z′）(Bq/m3）は，

気象指針に規定される次の（1.1）式を用いて計算している。 

 

 

 

 

評価地点における希ガスによる空気カーマ率の計算は，

線量評価指針に規定される次の（1.2）式を用いている。 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

計算地点における年間の実効線量は，計算地点を含む方

位及びその隣接方位に向かう放射性雲のγ線からの空気力

一マを合計して，次式により計算する。 

 

 

線量の計算は，1号炉排気筒を中心として16方位に分割し

た陸側13方位の周辺監視区域境界外での希ガスγ線による

実効線量が最大となる地点での線量を求める。 

 

 

 

これらの地点は，第1図に示す。 

 

(2）液体廃棄物中に含まれる放射性物質（よう素を除く）に

起因する実効線量 

液体廃棄物中に含まれる放射性物質（よう素を除く）に

起因する実効線量は，気象資料の変更に依存しないことか

ら実効線量の評価結果に変更はない。 

 

(3）放射性よう素に起因する実効線量 

よう素による実効線量の計算は，気体廃棄物及び液体廃

棄物中のよう素に着目し，成人，幼児及び乳児がそれぞれ

呼吸，葉菜，牛乳及び海産物を介してよう素を摂取する場

合の内部被ばくを対象に行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計算地点における年間の実効線量は，計算地点を含む方

位及びその隣接方位に向かう放射性雲のγ線からの空気カ

一マを合計して，次式により計算する。 

 

 

線量の計算は，２号炉排気筒を中心として16方位に分割

した陸側12方位の敷地境界外について行い，希ガスのγ線

による実効線量が最大となる地点での線量を求める。 

また，陸側11方位の周辺監視区域境界外についても，希

ガスのγ線による実効線量が最大となる地点での線量を求

める。 

これらの地点は，第1図に示す。  

 

(2）液体廃棄物中に含まれる放射性物質（よう素を除く）に

起因する実効線量 

液体廃棄物中に含まれる放射性物質（よう素を除く）に

起因する実効線量は，気象資料の変更に依存しないことか

ら実効線量の評価結果に変更はない。 

 

(3）放射性よう素に起因する実効線量 

よう素による実効線量の計算は，気体廃棄物及び液体廃

棄物中のよう素に着目し，成人，幼児及び乳児がそれぞれ

呼吸，葉菜，牛乳及び海産物を介してよう素を摂取する場

合の内部被ばくを対象に行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・サイト代表放出点の相

違 

【女川２号】 

・陸側方位数の相違 

【女川２号】 

女川２号炉は周辺監

視区域境界を平常時被

ばくの評価地点として

いるのに対し，島根２号

炉では人の居住の可能

性のある敷地境界にて

評価を行い，参考として

周辺監視区域境界につ

いても希ガスγ線によ

る実効線量の評価を実

施している（以下①の相

違） 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

a. 気体廃棄物中のよう素による実効線量 

気体廃棄物中のよう素の地上空気中濃度は，蒸気式空気

抽出器及び換気系からの放出を連続放出，起動用真空ポン

プからの放出を間欠放出とし，それぞれの放出モードにお

ける第1-1表のよう素の年間放出量を用いて計算している。 

気体廃棄物中のよう素の濃度 ̅は，(1.1）式を用い，隣接

方位からの寄与も考慮して，次の（1.3）式により計算する。 

 

 

 

気体廃棄物中のよう素による実効線量は，濃度が最大と

なる地点の年平均地上空気中濃度を用いて，線量評価指針

に従い，計算している。 

 

b. 液体廃棄物中に含まれる放射性よう素に起因する実効線

量 

液体廃棄物中に含まれる放射性よう素に起因する実効線

量は，気象資料の変更に依存しないことから実効線量の評

価結果に変更はない。 

 

c. 気体廃棄物中及び液体廃棄物中に含まれる放射性よう素

を同時に摂取する場合の実効線量 

1号，2号及び3号炉からの気体廃棄物中及び液体廃棄物中

のよう素を同時に摂取する場合の実効線量は線量評価指針

に従い評価を行っている。このうち，気体廃棄物中のよう

素の起因する実効線量はa.と同様に評価した空気中濃度を

用いて評価を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a. 気体廃棄物中のよう素による実効線量 

気体廃棄物中のよう素の地上空気中濃度は，蒸気式空気

抽出器及び換気系からの放出を連続放出，復水器真空ポン

プからの放出を間欠放出とし，それぞれの放出モードにお

ける第1-1表のよう素の年間放出量を用いて計算している。 

気体廃棄物中のよう素の濃度 ̅は，(1.1）式を用い，隣接

方位からの寄与も考慮して，次の（1.3）式により計算する。 

 

 

 

気体廃棄物中のよう素による実効線量は，濃度が最大と

なる地点の年平均地上空気中濃度を用いて，線量評価指針

に従い，計算している。 

 

b. 液体廃棄物中に含まれる放射性よう素に起因する実効線

量 

液体廃棄物中に含まれる放射性よう素に起因する実効線

量は，気象資料の変更に依存しないことから実効線量の評

価結果に変更はない。 

 

c. 気体廃棄物中及び液体廃棄物中に含まれる放射性よう素

を同時に摂取する場合の実効線量 

１号，２号及び３号炉からの気体廃棄物中及び液体廃棄

物中のよう素を同時に摂取する場合の実効線量は線量評価

指針に従い評価を行っている。このうち，気体廃棄物中の

よう素の起因する実効線量はa.と同様に評価した空気中濃

度を用いて評価を実施している。 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

1.2 計算結果 

1号，2号及び3号炉からの気体廃棄物中の放射性希ガスのγ

線に起因する実効線量，液体廃棄物中に含まれる放射性物質

に起因する実効線量及び放射性よう素に起因する実効線量を

以下に示す。 

(1）気体廃棄物中の放射性希ガスのγ線に起因する実効線量 

 

 

 

 

 

 

周辺監視区域境界外陸側13方位並びに参考として海側3方

位について希ガスのγ線による実効線量の計算を行った結

果は，第1-2表に示すとおりである。陸側13方位の周辺監視

区域境界外のうち，l号，2号及び3号炉からの希ガスのγ線

による実効線量が最大となるのは1号炉排気筒の南東約790m

の周辺監視区域境界（敷地境界）であり，その実効線量は年

間約13μSvである。 

 

(2）液体廃棄物中に含まれる放射性物質（よう素を除く）に

起因する実効線量 

液体廃棄物中に含まれる放射性物質（よう素を除く）に起

因する実効線量は，気象資料の変更に依存しないことから変

更はなく，年間約0.9μSv/yである。 

 

(3）放射性よう素に起因する実効線量 

a. 気体廃棄物中のよう素による実効線量 

敷地境界外陸側13方位で気体廃棄物中に含まれるよう素

の年平均地上空気中濃度が最大となる地点は，1号炉排気筒

の南東約790mであり，この地点におけるよう素－131及びよ

う素－133の年平均地上空気中濃度の計算結果を，第1-3表

に示す。これによれば，1号，2号及び3号炉合計でそれぞれ

約4.5×10-10Bq/cm3及び約8.5×10-10Bq/cm3である。 

気体廃棄物中のよう素による実効線量は幼児が最大とな

り年間約2.0μSv/yである。（第1-4表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2 計算結果 

１号，２号及び３号炉からの気体廃棄物中の放射性希ガス

のγ線に起因する実効線量，液体廃棄物中に含まれる放射性

物質に起因する実効線量及び放射性よう素に起因する実効線

量を以下に示す。 

(1）気体廃棄物中の放射性希ガスのγ線に起因する実効線量 

敷地境界外陸側12方位について希ガスのγ線による実効

線量の計算を行った結果は，第1-2表に示すとおりである。

これによれば，陸側12方位の敷地境界外のうち，１号，２号

及び３号炉からの希ガスのγ線による実効線量が最大とな

るのは２号炉排気筒の北西約850mの敷地境界であり，その実

効線量は年間約7.8μSvである。 

また，周辺監視区域境界外陸側11方位並びに参考として海

側5方位について希ガスのγ線による実効線量の計算を行っ

た結果は，第1-3表に示すとおりである。陸側11方位の周辺

監視区域境界外のうち，１号，２号及び３号炉からの希ガス

のγ線による実効線量が最大となるのは２号炉排気筒の北

西約830mの周辺監視区域境界であり，その実効線量は年間約

8.0μSvである。 

 

(2）液体廃棄物中に含まれる放射性物質（よう素を除く）に

起因する実効線量 

液体廃棄物中に含まれる放射性物質（よう素を除く）に起

因する実効線量は，気象資料の変更に依存しないことから変

更はなく，年間約12μSv/yである。 

 

(3）放射性よう素に起因する実効線量 

a. 気体廃棄物中に含まれる放射性よう素に起因する実効線

量 

敷地境界外陸側12方位で気体廃棄物中に含まれるよう素

の年平均地上空気中濃度が最大となる地点は，２号炉排気

筒の南東約1,100mであり，この地点におけるよう素－131及

びよう素－133の年平均地上空気中濃度の計算結果を，第

1-4表に示す。これによれば，１号，２号及び３号炉合計で

それぞれ約2.6×10-10Bq/cm3及び約4.6×10-10Bq/cm3である。 

気体廃棄物中のよう素による実効線量は幼児が最大とな

り年間約1.5μSv/yである。（第1-5表） 

 

 

 

 

 

 

 

・陸側方位数の相違 

【女川２号】 

・①の相違 

 

 

 

・評価方位数の相違 

【女川２号】 

・評価方位，距離の相違 

【女川２号】 

・評価結果の相違 

【女川２号】 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 

 

 

 

・評価方位数の相違 

【女川２号】 

・評価地点の相違 

【女川２号】 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 

・評価結果の相違 

【女川２号】 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

b. 液体廃棄物中に含まれる放射性よう素に起因する実効線

量 

液体廃棄物中に含まれる放射性よう素に起因する実効線

量は，気象資料の変更に依存しないことから変更はなく，

実効線量は海藻類を摂取する場合の乳児が最大となり約

0.006μSv/yである。 

 

c. 気体廃棄物中及び液体廃棄物中に含まれる放射性よ

う素を同時に摂取する場合の実効線量 

気体廃棄物及び液体廃棄物中のよう素による実効線量

は，海藻類を摂取しない場合の幼児が最大となり年間約2.0

μSv/yである。（第1-5表） 

したがって，周辺監視区域境界外における1号，2号及び3

号炉からの気体廃棄物中の希ガスのγ線による実効線量，

液体廃棄物中の放射性物質（よう素を除く）による実効線

量並びに気体廃棄物中及び液体廃棄物中に含まれるよう素

を同時に摂取する場合の実効線量は，それぞれ約13μSv/y，

約0.9μSv/y及び約2.0μSv/yとなり，合計約16μSv/yであ

る。 

これらの値は，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目

標値に関する指針」に示される線量目標値の50μSv/yを下

回る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 液体廃棄物中に含まれる放射性よう素に起因する実効線

量 

液体廃棄物中に含まれる放射性よう素に起因する実効線

量は，気象資料の変更に依存しないことから変更はなく，

海藻類を摂取する場合の乳児が最大となり約0.07μSv/yで

ある。 

 

c. 気体廃棄物中及び液体廃棄物中に含まれる放射性よう素

を同時に摂取する場合の実効線量 

気体廃棄物及び液体廃棄物中のよう素を同時に摂取する

場合の実効線量は，海藻類を摂取しない場合の幼児が最大

となり年間が約1.5μSv/yである。（第1-6表） 

したがって，敷地境界外における１号，２号及び３号炉

からの気体廃棄物中の希ガスのγ線による実効線量，液体

廃棄物中の放射性物質（よう素を除く）による実効線量並

びに気体廃棄物中及び液体廃棄物中に含まれるよう素を同

時に摂取する場合の実効線量は，それぞれ約7.8μSv/y，約

12μSv/y及び約1.5μSv/yとなり，合計約21μSv/yである。 

これらの値は，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目

標値に関する指針」に示される線量目標値の50μSv/yを下

回る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 

・陸側方位数の相違 

【女川２号】 

・①の相違 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

 

 

 

 

第1図 線量評価地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1図 線量評価地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価地点の相違 

【女川２号】 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第1-1表 希ガス及びよう素の年間放出量（原子炉1基当たり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1-1表 放射性希ガス放出量及び実効エネルギ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【女川２号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
１号炉 
排気筒 

１号炉 
タービン 

建 物 排 気 筒 

２号炉 
排気筒 

３号炉 
排気筒 

連続放出 

希ガス放出率
（Bq/s） 

約 9.8×106 約 3.0×106 約 1.1×107 約 1.1×107 

γ線実効 
エネルギ（MeV） 

約 2.4×10－1 約 8.2×10－1 約 2.9×10－1 約 2.9×10－1 

間欠放出 

年間放出量
（Bq/y） 

約 4.6×1013 約 4.6×1013 約 4.6×1013 

γ線実効 
エネルギ（MeV） 

約 2.9×10－1 約 2.9×10－1 約 2.9×10－1 

 

核種 

放 出 率（Bq/s） 

１号炉 
排気筒 

１号炉ター
ビン建 物  
排 気 筒 

２号炉 
排気筒 

３号炉 
排気筒 

連続放出 

131Ｉ 約 3.8×102 約 2.6×102 約 6.5×102 約 5.2×102 

133Ｉ 約 6.6×102 約 5.2×102 約 1.1×103 約 7.8×102 

（原子炉１基当たり） 

核種 
年 間 放 出 量（Bq/y） 

１号，２号及び３号炉 

間欠放出 

131Ｉ 約 1.5×109 

133Ｉ 約 1.5×109 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第1-2表 放射性希ガスのγ線に起因する実効線量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1-2表 敷地境界外における放射性希ガスのγ線に起因する実

効線量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

・陸側方位数の相違 

【女川２号】 

・①の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
計算地点の 

方   位 

２ 号 炉 

排気筒から 

の 距 離 

（m） 

希ガスの γ 線に起因する 

実 効 線 量(μSv/y) 

１～３号合計 

（変更前） 

1996 年 1月から 

1996 年 12 月まで 

の気象資料 

（変更後） 

2009 年 1 月から

2009 年 12 月までの

気象資料 

敷

地

境

界 

ENE 

E 

ESE 

SE 

SSE 

S 

SSW 

SW 

WSW 

W 

WNW 

NW 

約 3,100 注) 

約 1,350 注) 

約 1,370 

約 1,100 

 約 960 

 約 850 

 約 820 

 約 770 

 約 800 

 約 850 

 約 810 

 約 850 

約 1.0×100 

約 4.9×100 

約 4.5×100 

約 5.2×100 

約 3.9×100 

約 3.6×100 

約 3.8×100 

約 4.2×100 

約 4.5×100 

約 4.1×100 

約 5.2×100 

約 8.6×100 

約 9.7×10-1 

約 4.1×100 

約 4.4×100 

約 5.1×100 

約 4.6×100 

約 3.9×100 

約 4.1×100 

約 4.2×100 

約 4.1×100 

約 3.6×100 

約 4.3×100 

約 7.8×100 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1-3表 放射性希ガスのγ線に起因する実効線量 

 
計算地点の 

方位 

 

２号炉 

排気筒から 

の距離 

（m） 

 

希ガスの γ 線に起因する 

実 効 線 量(μSv/y) 

１～３号合計 

（変更前） 

1996 年 1 月か

ら 1996 年 12

月までの気象

資料 

（変更後） 

2009 年 1 月か

ら 2009 年 12

月までの気象

資料 

周 

辺 

監 

視 

区 

域 

境 

界 

E 

ESE 

SE 

SSE 

S 

SSW 

SW 

WSW 

W 

WNW 

NW 

約 1,120 

約 1,070 

約 1,060 

 約 830 

 約 720 

 約 750 

 約 630 

 約 720 

 約 750 

 約 790 

 約 830 

約 6.5×100 

約 6.4×100 

約 5.3×100 

約 4.7×100 

約 4.5×100 

約 4.3×100 

約 5.1×100 

約 5.0×100 

約 4.6×100 

約 5.4×100 

約 8.8×100 

約 6.0×100 

約 6.0×100 

約 5.3×100 

約 5.5×100 

約 4.8×100 

約 4.7×100 

約 5.1×100 

約 4.5×100 

約 4.0×100 

約 4.4×100 

約 8.0×100 

海

側

参

考

地

点 

N 

NNE 

NE 

ENE 

NNW 

 約 530 

 約 110 

 約 80 

 約 140 

 約 570 

約 1.7×101 

約 2.4×101 

約 2.4×101 

約 2.5×101 

約 1.4×101 

約 1.6×101 

約 2.4×101 

約 2.4×101 

約 2.4×101 

約 1.4×100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・陸側方位数の相違 

【女川２号】 

・①の相違 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第1-3表 放射性よう素の年平均地上空気中濃度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1-4表 放射性よう素の年平均地上空気中濃度 

 

 核種 

年平均地上空気中濃度（Bq/cm3） 

連続放出分 間欠放出分 合 計 

１号，２

号及び 

３号炉 

（合計） 

（変更前） 

1996 年 1 月か

ら 1996 年 12

月までの気象

資料 

131Ｉ 
約 2.9 

×10－10 

約 2.3 

×10－11 

約 3.1 

×10－10 

133Ｉ 
約 5.1 

×10－10 

約 2.3 

×10－11 

約 5.4 

×10－10 

（変更後） 

2009 年 1 月か

ら 2009 年 12

月までの気象

資料 

131Ｉ 
約 2.4 

×10－10 

約 1.7 

×10－11 

約 2.6 

×10－10 

133Ｉ 
約 4.4 

×10－10 

約 1.7 

×10－11 

約 4.6 

×10－10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11



 
 

 

 

女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第1-4表 気体廃棄物中に含まれる放射性よう素に起因する実効

線量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-5 表 気体廃棄物中に含まれる放射性よう素に起因する実効

線量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年  令 

 

グループ 

摂取経路 

実 効 線 量（μSv/y） 

１号，２号及び３号炉（合計） 

（変更前）1996 年 1 月から 

1996 年 12 月までの気象資料 

（変更後）2009 年 1 月から 

2009 年 12 月までの気象資料 

131Ｉ 133Ｉ 合  計 131Ｉ 133Ｉ 合  計 

成 人 

吸 入 約 3.8×10－2 約 1.3×10－2 約 5.1×10－2 約 3.2×10－2 約 1.1×10－2 約 4.3×10－2 

葉 菜 約 1.2×10－1 約 6.5×10－3 約 1.3×10－1 約 9.9×10－2 約 5.5×10－3 約 1.0×10－1 

牛 乳 約 1.1×10－1 約 2.8×10－3 約 1.2×10－1 約 9.4×10－2 約 2.4×10－3 約 9.7×10－2 

合 計 約 2.7×10－1 約 2.2×10－2 約 2.9×10－1 約 2.2×10－1 約 1.9×10－2 約 2.4×10－1 

幼 児 

吸 入 約 6.9×10－2 約 2.7×10－2 約 9.6×10－2 約 5.7×10－2 約 2.3×10－2 約 8.0×10－2 

葉 菜 約 2.8×10－1 約 1.8×10－2 約 3.0×10－1 約 2.3×10－1 約 1.5×10－2 約 2.5×10－1 

牛 乳 約 1.3×100 約 3.8×10－2 約 1.4×100 約 1.1×100 約 3.2×10－2 約 1.1×100 

合 計 約 1.7×100 約 8.4×10－2 約 1.8×100 約 1.4×100 約 7.1×10－2 約 1.5×100 

乳 児 

吸 入 約 4.3×10－2 約 2.0×10－2 約 6.2×10－2 約 3.5×10－2 約 1.7×10－2 約 5.2×10－2 

葉 菜 約 2.1×10－1 約 1.6×10－2 約 2.2×10－1 約 1.7×10－1 約 1.4×10－2 約 1.9×10－1 

牛 乳 約 1.2×100 約 4.7×10－3 約 1.2×100 約 9.6×100 約 4.0×10－3 約 9.6×10－1 

合 計 約 1.4×100 約 4.0×10－2 約 1.4×100 約 1.2×100 約 3.4×10－2 約 1.2×100 

12



 
 

 

 

女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第1-5表 気体廃棄物中及び液体廃棄物中に含まれる 

放射性よう素に起因する実効線量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1-6表 気体廃棄物中及び液体廃棄物中に含まれる 

放射性よう素に起因する実効線量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
年  令 

グループ 

液体廃棄物中に含まれる 

よう素に起因する 

実効線量（μSv/y） 

気体廃棄物中及び液体廃棄物

中に含まれるよう素を同時に

摂取する場合の実効線量 

（μSv/y） 

海藻類を摂取

する場合 

海藻類を摂取

しない場合 

海藻類を摂取

する場合 

海藻類を摂取

しない場合 

１号，２号

及び３号

炉（合計） 

（変更前） 

1996 年 1 月から 

1996 年 12 月ま

での気象資料 

成人 約 2.0×10－2 約 1.9×10－2 約 3.8×10－2 約 3.1×10－1 

幼児 約 6.0×10－2 約 4.5×10－2 約 2.1×10－1 約 1.8×100 

乳児 約 7.4×10－2 約 3.4×10－2 約 2.7×10－1 約 1.5×100 

（変更後）2009

年 1 月から 

2009 年 12 月ま

での気象資料 

成人 約 2.0×10－2 約 1.9×10－2 約 3.5×10－2 約 2.6×10－1 

幼児 約 5.9×10－2 約 4.5×10－2 約 1.8×10－1 約 1.5×100 

乳児 約 7.4×10－2 約 3.4×10－2 約 2.4×10－1 約 1.2×100 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

2. 設計基準事故時の線量評価 

設計基準事故（以下，「事故」という。）時の線量評価は，

各種事故時において大気中へ放出される核分裂生成物の放出

量を評価し，大気拡散係数を乗じて実効線量を計算している。

具体的には以下の仮定に基づいて行う。 

①敷地境界外の地表空気中濃度は，添付書類六の「2.5 安

全解析に使用する気象条件」に記述する相対濃度に核分

裂生成物の全放出量を乗じて求める。 

②敷地境界外の希ガスによるγ線空気カーマは，添付書類

六の「2.5 安全解析に使用する気象条件」に記述する相

対線量に希ガスの全放出量を乗じて求める。 

女川2号炉の気象資料の変更に伴い，相対濃度と相対線量を

再評価しており，これに伴って，事故時の線量も再評価して

いる。以下に評価方法及び評価結果について示す。 

 

2.1 大気拡散係数（相対濃度，相対線量）の評価 

事故時に放出される放射性物質が，敷地周辺の公衆に及ぼ

す影響を評価するに当たって，放射性物質の拡散状態を推定

するために必要な気象条件については，現地における出現頻

度からみて，これより悪い条件がめったに現れないと言える

ものを選ばなければならない。 

そこで，線量等の評価に用いる放射性物質の相対濃度（以

下「x/Q」という。）を，標高70m及び標高175mにおける2012

年1月から2012年12月までの1年間の観測データを使用して求

めた。すなわち，(2.1)式に示すように，風向，風速，大気安

定度及び実効放出継続時間を考慮したx/Qを陸側方位につい

て求め，方位別にその値の小さい方からの累積度数を年間の

データ数に対する出現頻度（%）として表すことにする。横軸

にx/Qを，縦軸に累積出現頻度をとり，着目方位ごとにx/Qの

累積出現頻度分布を描き，この分布から，累積出現頻度が97%

に当たるx/Qを方位別に求め，そのうち最大のものを安全解析

に使用する相対濃度とする。 

ただし，x/Qの計算の着目地点は，各方位とも敷地境界まで

の距離とし，着目地点以遠でx/Qが最大になる場合は，そのx/Q

を着目地点における当該時刻のx/Qとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 設計基準事故時の線量評価 

設計基準事故（以下，「事故」という。）時の線量評価は，

各種事故時において大気中へ放出される核分裂生成物の放出

量を評価し，大気拡散係数を乗じて実効線量を計算している。

具体的には以下の仮定に基づいて行う。 

①敷地境界外の地表空気中濃度は，添付書類六の「2.5 安

全解析に使用する気象条件」に記述する相対濃度に核分

裂生成物の全放出量を乗じて求める。 

②敷地境界外の希ガスによるγ線空気カーマは，添付書類

六の「2.5 安全解析に使用する気象条件」に記述する相

対線量に希ガスの全放出量を乗じて求める。 

島根２号炉の気象資料の変更に伴い，相対濃度と相対線量

を再評価しており，これに伴って，事故時の線量も再評価し

ている。以下に評価方法及び評価結果について示す。 

 

2.1 大気拡散係数（相対濃度，相対線量）の評価 

事故時に放出される放射性物質が，敷地周辺の公衆に及ぼ

す影響を評価するに当たって，放射性物質の拡散状態を推定

するために必要な気象条件については，現地における出現頻

度からみて，これより悪い条件がめったに現れないと言える

ものを選ばなければならない。 

そこで，線量等の評価に用いる放射性物質の相対濃度（以

下「x/Q」という。）を，標高65m及び標高130mにおける2009

年1月から2009年12月までの1年間の観測データを使用して求

めた。すなわち，(2.1)式に示すように，風向，風速，大気安

定度及び実効放出継続時間を考慮したx/Qを陸側方位につい

て求め，方位別にその値の小さい方からの累積度数を年間の

データ数に対する出現頻度（%）として表すことにする。横軸

にx/Qを，縦軸に累積出現頻度をとり，着目方位ごとにx/Qの

累積出現頻度分布を描き，この分布から，累積出現頻度が97%

に当たるx/Qを方位別に求め，そのうち最大のものを安全解析

に使用する相対濃度とする。 

ただし，x/Qの計算の着目地点は，各方位とも敷地境界まで

の距離とし，着目地点以遠でx/Qが最大になる場合は，そのx/Q

を着目地点における当該時刻のx/Qとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・測定地点及び気象期間

の相違 

【女川２号】 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

 

(x  ) の計算に当たっては，短時間放出の場合，方位内で

風向軸が一定と仮定して（2.2）式で計算し，長時間放出の場

合，当該方位における放射性物質の全量が一方位内のみに一

様分布すると仮定して，(2.3）式で計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(x  ) の計算に当たっては，短時間放出の場合，方位内で

風向軸が一定と仮定して（2.2）式で計算し，長時間放出の場

合，当該方位における放射性物質の全量が一方位内のみに一

様分布すると仮定して，(2.3）式で計算する。 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

方位別x/Qの累積出現頻度を求めるとき，静穏の場合には風

速を0.5m/sとして計算し，その風向は静穏出現前の風向を使

用する。 

なお，放射性雲からのγ線による空気カーマについては，

x/Qの代わりに空間濃度分布とγ線による空気カーマ計算モ

デルを組み合わせた相対線量（以下「D/Q」という。）をx/Q

と同様な方法で求めて使用する。 

ただし，長時間放出の場合でも方位内で風向が一定と仮定

して計算する。γ線による空気カーマ計算には（1.2）式を使

用する。 

本原子炉の事故のうち，原子炉冷却材喪失は，大気中への

放射性物質の放出が長時間継続するので，実効放出継続時間

を1日とし，長時間放出の(x  ) を使用してx/Qを求める。 

また，原子炉冷却材喪失以外の事故については，放射性物

質が短時間に大気中に放出されるので，実効放出継続時間を1

時間とし，短時間放出の(x  ) を使用してx/Qを求める。計算

に使用する風向，風速は，排気筒放出の場合は排気筒高さ付

近の風を代表する標高175m（地上高71m）の風向，風速とする。

また，タービン建屋から直接放出される場合は，地表付近の

風を代表する標高70m（地上高1Om）の風向，風速とする。 

 

なお，D/Qについてもx/Qと同じ方法で求める。 

以上により，計算した安全評価に使用するx/Q及びD/Qを第

2-1表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方位別x/Qの累積出現頻度を求めるとき，静穏の場合には風

速を0.5m/sとして計算し，その風向は静穏出現前の風向を使

用する。 

なお，放射性雲からのγ線による空気カーマについては，

x/Qの代わりに空間濃度分布とγ線による空気カーマ計算モ

デルを組み合わせた相対線量（以下「D/Q」という。）をx/Q

と同様な方法で求めて使用する。 

ただし，長時間放出の場合でも方位内で風向が一定と仮定

して計算する。γ線による空気カーマ計算には（1.2）式を使

用する。 

本原子炉の事故のうち，原子炉冷却材喪失は，大気中への

放射性物質の放出が長時間継続するので，実効放出継続時間

を1日とし，長時間放出の(x  ) を使用してx/Qを求める。 

また，原子炉冷却材喪失以外の事故については，放射性物

質が短時間に大気中に放出されるので，実効放出継続時間を1

時間とし，短時間放出の(x  ) を使用してx/Qを求める。計算

に使用する風向，風速は，排気筒放出の場合は排気筒高さ付

近の風を代表する標高約130m（地上高約120m）の風向，風速

とする。また，タービン建物から直接放出される場合は，地

表付近の風を代表する標高28.5m（地上高約20m）の風向，風

速とする。 

なお，D/Qについてもx/Qと同じ方法で求める。 

以上により，計算した安全評価に使用するx/Q及びD/Qを第

2-1表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・測定地点の相違 

【女川２号】 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

2.2 事故時の線量評価 

(1）放射性気体廃棄物処理施設の破損 

a. 評価方法 

敷地境界外における希ガスのγ線外部被ばくによる実効

線量Hｙ(Sv）は，（2.4)式で計算する。 

 

 

 

b. 評価結果 

放射性気体廃棄物処理施設の破損の場合，気象資料の変更

に伴ってD/Qの数値が変更とならないことから，実効線量に変

更はなく，従前と同じく約1.1×10-2mSvのままとなる。 

 

 

 

(2）主蒸気管破断 

a. 評価方法 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばく

による実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として

計算する。 

(a）よう素の吸入による内部被ばく 

i. 主蒸気隔離弁閉止前 

流出した冷却材が外気中で完全蒸発し，半球状の蒸気

雲になるものとする。 

この半球状の蒸気雲が風により地上を移動する際の

よう素の内部被ばくによる実効線量HI1 (Sv）は，(2.5）

式で計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 事故時の線量評価 

(1）放射性気体廃棄物処理施設の破損 

a. 評価方法 

敷地境界外における希ガスのγ線外部被ばくによる実効

線量Hｙ(Sv）は，（2.4)式で計算する。 

 

 

 

b. 評価結果 

上記の評価方法に基づき敷地境界外の実効線量を評価し

た結果は，第2-2表のとおり９×９燃料が装荷され，ＭＯＸ

燃料が装荷されるまでのサイクルが約4.0×10-2mSv，ＭＯ

Ｘ燃料が装荷されたサイクル以降が約4.0×10-2mSvとな

る。 

 

(2）主蒸気管破断 

a. 評価方法 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばく

による実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として

計算する。 

(a）よう素の吸入による内部被ばく 

i 主蒸気隔離弁閉止前 

流出した冷却材が外気中で完全蒸発し，半球状の蒸気

雲になるものとする。 

この半球状の蒸気雲が風により地上を移動する際の

よう素の内部被ばくによる実効線量HI1 (Sv）は，(2.5）

式で計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

 

 

 

 

 

なお，蒸気雲が敷地境界外に達するまでの間に核分裂

生成物が崩壊することは考慮しない。 

 

ⅱ.主蒸気隔離弁閉止後 

よう素の内部被ばくによる実効線量HI2 (Sv）は，(2.6）

式で計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         …………………………（2.5） 

ここで， 

QI ：よう素の放出量（Bq） 

（Ｉ－131 等価量－小児実効線量係数換算） 

V ：半球状の蒸気雲の体積（2.11×106m3） 

R ：呼吸率（m3/s） 

呼吸率Ｒは，事故期間が比較的短いことを考慮し，

活動時の呼吸率 0.31m3/h を秒当たりに換算して

用いる。 

H∞ ：よう素（Ｉ－131）を１Bq 吸入した場合の小児の実

効線量（1.6×10－7Sv/Bq） 

α ：半球状の蒸気雲の直径（200m） 

u ：蒸気雲の移動の評価のための風速（１m/s） 

 

なお，蒸気雲が敷地境界外に達するまでの間に核分裂

生成物が崩壊することは考慮しない。 

 

ⅱ 主蒸気隔離弁閉止後 

よう素の内部被ばくによる実効線量HI2 (Sv）は，(2.6）

式で計算する。 

 

 HI2＝R・H∞・χ／Q・QI…………………（2.6） 

ここで， 

R ：呼吸率（m3/s） 

呼吸率Ｒは，事故期間が比較的短いことを考慮し，

活動時の呼吸率 0.31m3/h を秒当たりに換算して用

いる。 

H∞ ：よう素（Ｉ－131）を１Bq 吸入した場合の小児の実

効線量（1.6×10－7Sv/Bq） 

χ／Q ：相対濃度（s/m3） 

QI ：事故期間中のよう素の大気放出量（Bq） 

（Ｉ－131 等価量－小児実効線量係数換算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【女川２号】 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【女川２号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

HI1＝ ･R･H∞･ 
α 

u 

QI 

V 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

(b）希ガス及びハロゲン等のγ線による外部被ばく 

ⅰ.主蒸気隔離弁閉止前 

半径rの半球状の蒸気雲に核分裂生成物が一様に分布

している場合，半球底部の中心点における希ガス及びハ

ロゲン等のγ線外部被ばくによる実効線量 

Hγ1(Sv）は，(2.7）式で計算する。 

 

 

ⅱ.主蒸気隔離弁閉止後 

主蒸気隔離弁閉止後，主蒸気隔離弁を通して漏えいし

てくる希ガス及びハロゲン等のγ線外部被ばくによる

実効線量Hγ2(Sv）は，「2.2(1）放射性気体廃棄物処理

施設の破損」において希ガスのγ線外部被ばくによる実

効線量を求める際に用いた（2.4）式で計算する。 

 

b. 評価結果 

上記の評価方法に基づき敷地境界外の実効線量を評価し

た結果は，第2-2表のとおり約9.9×10-2mSvである。 

 

 

 

上記の値から判断して，本事故による周辺の公衆に与える放

射線被ばくのリスクは十分に小さいものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b）希ガス及びハロゲン等のγ線による外部被ばく 

ⅰ 主蒸気隔離弁閉止前 

半径rの半球状の蒸気雲に核分裂生成物が一様に分布

している場合，半球底部の中心点における希ガス及びハ

ロゲン等のγ線外部被ばくによる実効線量 

Hγ1(Sv）は，(2.7）式で計算する。 

 

                   …（2.7） 

ここで， 

Qγ ：蒸気雲中の核分裂生成物量（Bq） 

（γ線実効エネルギ 0.5MeV 換算値） 

V ：半球状の蒸気雲の体積（2.11×106m3） 

Eγ ：γ線のエネルギ（0.5MeV） 

μ ：空気に対するγ線のエネルギ吸収係数（3.9×10－3/m） 

α ：半球状の蒸気雲の直径（200m） 

u ：蒸気雲の移動の評価のための風速（１m/s） 

 

ⅱ 主蒸気隔離弁閉止後 

主蒸気隔離弁閉止後，主蒸気隔離弁を通して漏えいし

てくる希ガス及びハロゲン等のγ線外部被ばくによる

実効線量Hγ2(Sv）は，「2.2(1）放射性気体廃棄物処理

施設の破損」において希ガスのγ線外部被ばくによる実

効線量を求める際に用いた（2.4）式で計算する。 

 

b. 評価結果 

上記の評価方法に基づき敷地境界外の実効線量を評価し

た結果は，第2-3表のとおり９×９燃料が装荷され，ＭＯＸ

燃料が装荷されるまでのサイクルが約6.8×10－2mSv，ＭＯＸ

燃料が装荷されたサイクル以降が約6.8×10－2mSvである。 

 

上記の値から判断して，本事故による周辺の公衆に与える放

射線被ばくのリスクは十分に小さいものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【女川２号】 

 

・評価条件の相違 

【女川２号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Hγ1＝6.2×10－14    ・Eγ・  ・(1－e－μr) 
Qγ 

V 

α 

u 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

(3）燃料集合体の落下 

a. 評価方法 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばく

による実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として

計算する。 

よう素の内部被ばくによる実効線量H1(Sv）は，「2.2(2）

主蒸気管破断」のにおいて主蒸気隔離弁閉止後のよう素の

内部被ばくによる実効線量を求める際に用いた（2.6）式で

計算する。 

また，希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量Hγ（Sv）

は，「2.2(1）放射性気体廃棄物処理施設の破損」において，

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量を求める際に用い

た（2.4）式で計算する。 

 

b. 評価結果 

上記の評価前提に基づき敷地境界外の実効線量を評価し

た結果は，第2-3表のとおり約3.9×10-2mSvである。 

 

 

上記の値から判断して，本事故による周辺の公衆に与え

る放射線被ばくのリスクは十分に小さいものと考えられ

る。 

 

(4）原子炉冷却材喪失 

a. 評価方法 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばく

による実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として

計算する。 

よう素の内部被ばくによる実効線量H1(Sv）は，「2.2(2）

主蒸気管破断」において主蒸気隔離弁閉止後のよう素の内

部被ばくによる実効線量を求める際に用いた（2.6）式で計

算する。ただし，呼吸率Rは事故期間が長いことを考慮し，

1日平均の呼吸率5.16(m3/d）を用いる。 

また，希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量Hγ(Sv）は，

「2.2(1）放射性気体廃棄物処理施設の破損」において，希

ガスのγ線外部被ばくによる実効線量を求める際に用いた

（2.4）式で計算する。 

また，直接線及びスカイシャイン線の外部被ばくによる

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3）燃料集合体の落下 

a. 評価方法 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばく

による実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として

計算する。 

よう素の内部被ばくによる実効線量H1(Sv）は，「2.2(2）

主蒸気管破断」のにおいて主蒸気隔離弁閉止後のよう素の

内部被ばくによる実効線量を求める際に用いた（2.6）式で

計算する。 

また，希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量Hγ（Sv）

は，「2.2(1）放射性気体廃棄物処理施設の破損」において，

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量を求める際に用い

た（2.4）式で計算する。 

 

b. 評価結果 

上記の評価前提に基づき敷地境界外の実効線量を評価し

た結果は，第2-4表のとおり９×９燃料が装荷され，ＭＯＸ

燃料が装荷されるまでのサイクルが約8.0×10－2mSv，ＭＯＸ

燃料が装荷されたサイクル以降約が約8.0×10－2mSvである。 

上記の値から判断して，本事故による周辺の公衆に与え

る放射線被ばくのリスクは十分に小さいものと考えられ

る。 

 

(4）原子炉冷却材喪失 

a. 評価方法 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばく

による実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として

計算する。 

よう素の内部被ばくによる実効線量H1(Sv）は，「2.2(2）

主蒸気管破断」において主蒸気隔離弁閉止後のよう素の内

部被ばくによる実効線量を求める際に用いた（2.6）式で計

算する。ただし，呼吸率Rは事故期間が長いことを考慮し，

1日平均の呼吸率5.16(m3/d）を用いる。 

また，希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量Hγ(Sv）は，

「2.2(1）放射性気体廃棄物処理施設の破損」において，希

ガスのγ線外部被ばくによる実効線量を求める際に用いた

（2.4）式で計算する。 

また，直接線及びスカイシャイン線の外部被ばくによる

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 
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実効線量は，直接線についてはQADコード，スカイシャイン

線についてはANISN,G-33コードにより求めたγ線空気カー

マに換算係数（lSv/Gy）を乗じて評価する。 

 

b. 評価結果 

上記の評価前提に基づき敷地境界外の実効線量を評価し

た結果は，第2-4表のとおり約8.0×10-5mSvである。 

 

 

 

上記の値から判断して，本事故による周辺の公衆に与え

る放射線被ばくのリスクは十分に小さいものと考えられ

る。 

 

(5）制御棒落下 

a. 評価方法 

敷地境界外における実効線量は次に述べる内部被ばくに

よる実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として計

算する。 

よう素の内部被ばくによる実効線量H1(Sv）は，「2.2(2）

主蒸気管破断」のにおいて主蒸気隔離弁閉止後のよう素の

内部被ばくによる実効線量を求める際に用いた（2.6）式で

計算する。 

また，希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量Hγ（Sv）

は，「2.2(l）放射性気体廃棄物処理施設の破損」において，

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量を求める際に用い

た（2.4）式で計算する。 

 

b. 評価結果 

上記の評価前提に基づき敷地境界外の実効線量を評価し

た結果は，第2-5表のとおり約8.0×10-3mSvである。 

 

上記の値から判断して，本事故による周辺の公衆に与え

る放射線被ばくのリスクは十分に小さいものと考えられ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実効線量は，直接線についてはQADコード，スカイシャイン

線についてはANISN,G-33コードにより求めたγ線空気カー

マに換算係数（lSv/Gy）を乗じて評価する。 

 

b. 評価結果 

上記の評価前提に基づき敷地境界外の実効線量を評価し

た結果は，第2-5表のとおり９×９燃料が装荷され，ＭＯＸ

燃料が装荷されるまでのサイクルが約1.0×10－4 mSv，ＭＯ

Ｘ燃料が装荷されたサイクル以降が約1.0×10－4 mSvであ

る。 

上記の値から判断して，本事故による周辺の公衆に与え

る放射線被ばくのリスクは十分に小さいものと考えられ

る。 

 

(5）制御棒落下 

a. 評価方法 

敷地境界外における実効線量は次に述べる内部被ばくに

よる実効線量及び外部被ばくによる実効線量の和として計

算する。 

よう素の内部被ばくによる実効線量H1(Sv）は，「2.2(2）

主蒸気管破断」のにおいて主蒸気隔離弁閉止後のよう素の

内部被ばくによる実効線量を求める際に用いた（2.6）式で

計算する。 

また，希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量Hγ（Sv）

は，「2.2(l）放射性気体廃棄物処理施設の破損」において，

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量を求める際に用い

た（2.4）式で計算する。 

 

b. 評価結果 

上記の評価前提に基づき敷地境界外の実効線量を評価し

た結果は，第2-6表のとおり９×９燃料が装荷され，ＭＯＸ

燃料が装荷されるまでのサイクルが約9.9×10-3 mSv，ＭＯ

Ｘ燃料が装荷されたサイクル以降が約1.3×10－2mSvである。 

上記の値から判断して，本事故による周辺の公衆に与え

る放射線被ばくのリスクは十分に小さいものと考えられ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 
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第2-1表 安全評価に使用する相対濃度（x/Q）及び相対線量（D/Q) 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-1表 安全評価に使用する相対濃度（x/Q）及び相対線量（D/Q) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放出条件 

実効放出継続時間：１日 

放出位置：      排気筒 

実効放出継続時間：１時間 

放出位置：タービン建物 

実効放出継続時間：１時間 

放出位置：      排気筒 

χ／Q 

（s/m3） 

D/Q 

（Gy/Bq） 

χ／Q 

（s/m3） 

D/Q 

（Gy/Bq） 

χ／Q 

（s/m3） 

D/Q 

（Gy/Bq） 

（変更前） 

1996年 1月から 

1996 年 12 月ま

での気象資料 

1.8×10-6 1.2×10-19 4.6×10-4 2.2×10-18 7.4×10-6 2.2×10-19 

（変更後） 

2009年 1月から 

2009 年 12 月ま

での気象資料 

2.7×10-6 1.5×10-19 3.3×10-4 2.0×10-18 8.8×10-6 2.5×10-19 

事故の種類 

○原子炉冷却材喪失 ○主蒸気管破断 

（主蒸気隔離弁閉止後） 

○放射性気体廃棄物処理施

設の破損 

○制御棒落下 

○燃料集合体の落下 
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第2-2表 主蒸気管破断（事故）時の実効線量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-2表 放射性気体廃棄物処理施設の破損時の実効線量 

 

 

 

 

 

 

 

第2-3表 主蒸気管破断（設計基準事故）時の実効線量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 

女川２号炉は拡散評

価の結果（D/Q）が従前

の値と変わらず実効線

量も変更とならなかっ

たことから評価結果を

掲載していない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実 効 線 量 （mSv） 

（変更前） 

1996 年 1 月から 

1996年12月までの

気象資料 

（変更後） 

2009 年 1 月から 

2009年12月までの

気象資料 

９×９燃料が

装荷され，ＭＯ

Ｘ燃料が装荷

されるまでの

サイクル 

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量 約3.5×10－2 約4.0×10－2 

よう素の内部被ばくによる実効線量 － － 

合    計 約3.5×10－2 約4.0×10－2 

ＭＯＸ燃料が

装荷されたサ

イクル以降 

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量 約3.5×10－2 約4.0×10－2 

よう素の内部被ばくによる実効線量 － － 

合    計 約3.5×10－2 約4.0×10－2 

 

 

実 効 線 量 （mSv） 

（変更前） 

1996 年 1 月から 

1996年12月までの

気象資料 

（変更後） 

2009 年 1 月から 

2009年12月までの

気象資料 

９×９燃料が

装荷され，ＭＯ

Ｘ燃料が装荷

されるまでの

サイクル 

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量 約3.9×10－3 約3.8×10－3 

よう素の内部被ばくによる実効線量 約6.8×10－2 約6.5×10－2 

合    計 約7.2×10－2 約6.8×10－2 

ＭＯＸ燃料が

装荷されたサ

イクル以降 

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量 約3.9×10－3 約3.8×10－3 

よう素の内部被ばくによる実効線量 約6.8×10－2 約6.5×10－2 

合    計 約7.2×10－2 約6.8×10－2 
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第2-3表 燃料集合体の落下時の実効線量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-4表 原子炉冷却材喪失（事故）時の実効線量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-4表 燃料集合体の落下時の実効線量 

 

 

 

 

 

 

第2-5表 原子炉冷却材喪失（設計基準事故）時の実効線量 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実 効 線 量 （mSv） 

（変更前） 

1996 年 1 月から 

1996年12月までの

気象資料 

（変更後） 

2009 年 1 月から 

2009年12月までの

気象資料 

９×９燃料が

装荷され，ＭＯ

Ｘ燃料が装荷

されるまでの

サイクル 

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量 約 7.0×10－2 約 7.9×10－2 

よう素の内部被ばくによる実効線量 約 2.4×10－4 約 2.9×10－4 

合    計 約 7.0×10－2 約 8.0×10－2 

ＭＯＸ燃料が

装荷されたサ

イクル以降 

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量 約 7.0×10－2 約 7.9×10－2 

よう素の内部被ばくによる実効線量 約 2.4×10－4 約 2.9×10－4 

合    計 約 7.0×10－2 約 8.0×10－2 

 

 

実 効 線 量 （mSv） 

（変更前） 

1996 年 1 月から 

1996年12月までの

気象資料 

（変更後） 

2009 年 1 月から 

2009年12月までの

気象資料 

９×９燃料が

装荷され，ＭＯ

Ｘ燃料が装荷

されるまでの

サイクル 

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量 約 8.0×10－5 約 1.0×10－4 

よう素の内部被ばくによる実効線量 約 6.3×10－7 約 9.4×10－7 

原子炉棟内の核分裂生成物からの直接線及

びスカイシャイン線による実効線量 
約 3.1×10－7 約 3.1×10－7 

合    計 約 8.1×10－5 約 1.0×10－4 

ＭＯＸ燃料が

装荷されたサ

イクル以降 

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量 約 8.0×10－5 約 1.0×10－4 

よう素の内部被ばくによる実効線量 約 6.3×10－7 約 9.4×10－7 

原子炉棟内の核分裂生成物からの直接線及

びスカイシャイン線による実効線量 
約 3.1×10－7 約 3.1×10－7 

合    計 約 8.1×10－5 約 1.0×10－4 
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第2-5表 制御棒落下時の実効線量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-6表 制御棒落下時の実効線量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実 効 線 量 （mSv） 

（変更前） 

1996 年 1 月から 

1996年12月までの

気象資料 

（変更後） 

2009 年 1 月から 

2009年12月までの

気象資料 

９×９燃料が

装荷され，ＭＯ

Ｘ燃料が装荷

されるまでの

サイクル 

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量 約 1.7×10－3 約 2.0×10-3 

よう素の内部被ばくによる実効線量 約 6.7×10－3 約 7.9×10-3 

合    計 約 8.4×10－3 約 9.9×10-3 

ＭＯＸ燃料が

装荷されたサ

イクル以降 

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量 約 2.3×10－3 約 2.7×10－3 

よう素の内部被ばくによる実効線量 約 8.9×10－3 約 1.1×10－2 

合    計 約 1.1×10－2 約 1.3×10－2 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

補足1 

平常運転時における一般公衆の受ける実効線量が増加した

理由及びよう素の年平均地上空気中濃度の最大地点が変化し

た理由について 

 

気象資料の変更に伴い，平常運転時における一般公衆の受

ける実効線量が増加した要因は1号炉排気筒から南東方向に

対する風向出現頻度が増加したことによるものである。第1

表に変更前後における風向出現頻度を示す。 

変更前において希ガスのγ線による実効線量が最大となる

のは南東，よう素による年平均地上空気中濃度が最大となる

地点は東南東であったが，風向出現頻度を見ると東南東の風

向出現頻度は18.5%から14.8%に低下しており，南東について

は9.6%から15.2%に増加している。 

また，年平均の空気カーマ及び地上空気中濃度計算は，風

向別大気安定度別の空気カーマ率及び地上空気中濃度に，風

向別大気安定度別風速逆数の総和を乗じたうえで，隣接3方位

分の合計値として評価している。東南東，南東及びこれらの

隣接方位について，風向別大気安定度別風速逆数の総和に対

する象資料の変更前後の比較表を第2表に示す。気象資料の変

更前に対して，変更後には全体的に南東方位を中心とした数

値が増加している。 

さらに線量評価地点までの距離は，南東は約790mであるの

に対し，東南東は約1,150mであり，南東の方が線量評価地点

までの距離が近い。一般的に線量評価地点までの距離が近い

ほど，大気安定度が安定側(F側）よりも不安定側（A側）の線

量への寄与が大きくなることから，不安定側（A側）の風速逆

数の総和が増加したことで，南東約790m地点がよう素の地上

空気中濃度の最大地点になったものと考える。 

以上のことから，希ガスのγ線による実効線量は増加し，

よう素による年平均地上空気中濃度が最大となる地点が東南

東から南東に変化したものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足１ 

平常運転時における一般公衆の受ける実効線量が変化した

理由について 

 

 

平常運転時における一般公衆の受ける実効線量が変化（減

少）した主な要因として，以下２点について考察する。 

 

【希ガスのγ線による実効線量】 

希ガスのγ線による実効線量が最大となる方位は北西であ

り，この傾向は気象資料の変更前後で変化していないが，第

１表に変更前後における当該方位における大気安定度別風速

逆数の総和の変化率を示すとおり，２号炉排気筒高さにおい

て，風速逆数の総和の小さい大気安定度Ａを除くすべての大

気安定度（Ｂ～Ｆ）において，風速逆数の総和が減少してい

ることから，実効線量は減少傾向となる。 

一方，３号炉排気筒高さにおいては最も風速逆数の総和が

大きい大気安定度Ｄは増加しているが，第２表に示す通り，

北西方位に関する放出源の有効高さが大きく増加しており全

体として実効線量の減少に寄与している。 

 

【よう素による年平均地上空気中濃度】 

よう素による年平均地上空気中濃度が最大となる方位は南

東であり，これについても気象資料の変更前後で変化してい

ない。南東方位では，２号炉，３号炉ともに排気筒有効高さ

が増加しているため，よう素による年平均地上空気中濃度は

変更前と比べて減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 
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第1表 風向出現頻度に対する気象資料の変更前後比較表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 表 ＮＷ方位における大気安定度別風速逆数の総和の変化率 

 

 

第 2 表 放出源の有効高さ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２号炉排気筒高さ ３号炉排気筒風高さ 

風速逆数の総和 変化率 風速逆数の総和 変化率 

大気安

定度 

(a) 

1996 年 

(b) 

2009 年 
((b)-(a))/(a) 

(a) 

1996 年 

(b) 

2009 年 
((b)-(a))/(a) 

A 1.39 4.09 1.94 4.92 7.69 0.56 

B 33.55 22.3 -0.34 38.01 52.0 0.37 

C 8.81 4.11 -0.53 12.62 6.45 -0.49 

D 114.61 85.81 -0.25 147.74 223.81 0.52 

E 19.41 18.05 -0.07 28.08 13.12 -0.53 

F 110.53 85.71 -0.23 141.52 158.39 0.12 
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第2表 風向別大気安定度別風速逆数の総和に対する気象資料の

変更前後比較表 

(E, ESE, ES, SSE方位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号】 
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補足２ 

設計基準事故時における被ばくの代表事象が変更となった

理由について 

 

気象資料の変更に伴う，設計基準事故時における敷地境界

外線量評価結果には大きな変化はなかったものの，「主蒸気

管破断（設計基準事故）」の評価結果がわずかに減少し，一

方で「燃料集合体落下」の評価結果がわずかに増加した結果，

線量評価結果が最も大きくなる事象が，「主蒸気管破断（設

計基準事故）」から「燃料集合体落下」に変更となった。 

この変更に関する詳細は以下のとおりである。 

 

1. 主蒸気管破断（設計基準事故）時の被ばく評価結果変更の主

な理由 

(1) 主蒸気管破断（設計基準事故）時の相対濃度の特徴 

主蒸気管破断（設計基準事故）時の相対濃度について，変

更前後の値を第１表に示す。なお，主蒸気管破断（設計基準事

故）時の拡散評価は，地上放出を仮定することから，地上風を

代表する地上 20ｍ（標高 28.5ｍ）における気象データを用い

ている。 

主蒸気管破断（設計基準事故）時の拡散評価の特徴として，

相対濃度の評価結果が，ＮＷ方位において突出して大きい。こ

れは，第１図に示すとおり，地上風において，拡散の小さいＥ・

Ｆ・Ｇ型の大気安定度が発生しているときの風向出現頻度が特

に高い風下方位Ｎ（風向Ｓ）から風下方位ＮＷ（風向ＳＥ）ま

での範囲と，陸側方位であるＥＮＥ方位からＮＷ方位までの範

囲が重なっているところがＮＷ方位のみであることによる。な

お，この傾向は気象資料の変更前後において変化がない。 

 

(2) ＮＷ方位の相対濃度が低下した理由 

第１図より，大気安定度Ｅ・Ｆ・Ｇ型出現時の風下方位Ｎ

Ｗ（風向ＳＥ）の出現頻度が減少していることが分かる。 

拡散の小さいＥ・Ｆ・Ｇ型の頻度が減少することで，拡散

評価の累積出現頻度 97%における評価値が小さくなり，ＮＷ方

位における相対濃度が低下したと考えられる。 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川２号，東海第二】 

島根２号炉の設計基

準事故に係る評価結果

に関する考察を記載 
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(3) 主蒸気管破断（設計基準事故）時の被ばく評価が減少した理

由 

(1)，(2)のとおり，主蒸気管破断（設計基準事故）時の評

価値は，ＮＷ方位の大気拡散評価結果に依存しており，気象資

料の変更に伴ってＮＷ方位の相対濃度が低下した結果，主蒸気

管破断（設計基準事故）の被ばく評価結果が減少したと考えら

れる。 

 

 

第 1 表 主蒸気管破断（設計基準事故）時の相対濃度（χ／Ｑ） 

 

※１ 風向出現頻度が年間データの３％に満たない方位では，累

積出現頻度 97％値は０となるが，この場合は，累積出現頻度 97%

以降で最初に現れる０以外の値をその方位の相対濃度とする。 
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第１図 年間大気安定度別風配図（標高 28.5m，地上高 20m） 
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2. 燃料集合体落下時の被ばく評価結果変更の主な理由 

(1) 燃料集合体落下時の相対線量の特徴 

燃料集合体落下時の被ばくの大部分は希ガス及びハロゲン

等のγ線による外部被ばくである。 

燃料集合体落下時の相対線量について，変更前後の値を第

２表に，標高 130ｍにおける年間大気安定度別風配図を第２図

に示す。なお，燃料集合体落下時の拡散評価は，非常用ガス処

理系を用いた高所放出とすることから，２号炉排気筒における

高所風を代表する地上 115ｍ（標高 130ｍ）の気象データを用

いている。 

第２表に示すとおり，燃料集合体落下時の相対線量は，変

更前後ともに各方位で大きな違いは見られないものの最大と

なる方位がＮＷからＷＳＷに変化している。 

 

(2) 最大方位がＮＷからＷＳＷに変化した理由 

第２図のとおり，変更前後において，拡散の小さい大気安

定度Ｅ・Ｆ・Ｇ型における風下方位ＮＷ（風向ＳＥ）の出現頻

度が減少したことにより，ＮＷ方位における相対線量の累積出

現頻度 97％の値が減少したと考えられる。 

一方，新たに最大方位となったＷＳＷ方位は，拡散の小さ

い大気安定度Ｅ・Ｆ・Ｇ型については，変更前後においてほと

んど変化が見られないものの，次に拡散の小さい大気安定度Ｄ

型では，風下方位ＷＳＷ（風向ＥＮＥ）の出現頻度が増加して

おり，これによりＷＳＷ方位における相対線量の累積出現頻度

97％の値が増加し，相対線量の評価結果の最大値が変化したと

考えられる。 

 

(3) 燃料集合体落下時の被ばく評価が増加した理由 

燃料集合体落下時の被ばく評価について，従前，相対線量

の最大方位だったＮＷ方位は気象資料の変更に伴って減少し

たが，ＷＳＷ方位の相対線量が増加し，従前のＮＷ方位の値を

超えて新たに最大方位となったために，燃料集合体落下時の被

ばく評価が増加したと考えられる。 
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第２表 燃料集合体落下時の相対線量（Ｄ／Ｑ） 
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第２図 年間大気安定度別風配図（標高 130m，地上高 115m） 

 

3. 代表事象が変更となった理由 

主蒸気管破断（設計基準事故）及び燃料集合体落下の評価

結果は，元々従来の評価結果が近い数値であったが，1.及び

2.のとおり，気象資料変更に伴い，主蒸気管破断（設計基準事

故）については評価結果が減少した一方，燃料集合体落下につ

いては評価結果が増加した結果，最も大きな数値となる事象が

主蒸気管破断（設計基準事故）から燃料集合体落下に変更とな

った。 

 

第３表 実効線量評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（mSv） 

気象資料 
主蒸気管破断（設計基準

事故） 
燃料集合体落下 

変更前（1996 年） 約 7.2×10－ ２  約 6.8×10－ ２  

変更後（2009 年） 約 7.0×10－ ２  約 8.0×10－ ２  
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補足2 

被ばく評価に用いた気象資料の代表性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 2 

被ばく評価に用いた気象資料の代表性 

 

1．はじめに 

新規制基準適合性に係る設置変更許可申請に当たっては，東

海第二発電所敷地内で 2005 年度に観測された風向，風速等を用

いて線量評価を行っている。 

本補足資料では，2005 年度の気象データを用いて線量評価す

ることの妥当性について説明する。 

 

 

2．設置変更許可申請において 2005 年度の気象データを用いた

理由 

 

線量評価には「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指

針」（以下，気象指針という。）に基づき統計処理された気象デ

ータを用いる。また，気象データのほかに放射性物質の放出量，

排気筒高さ等のプラントデータ，評価点までの距離，排気筒有

効高さ（風洞実験結果）等のデータが必要となる。 

設置変更許可申請における線量評価については，原子炉熱出

力向上の検討の一環で準備していた，敷地の気象の代表性が確

認された 2005 年度の気象データを用いた風洞実験結果※を用

いている。 

新規制基準適合性に係る設置変更許可申請に当り，添付書類

十に新たに追加された炉心損傷防止対策の有効性評価で，格納

容器圧力逃がし装置を使用する場合の敷地境界における実効

線量の評価が必要となった。その際，添付書類六に記載してい

る 1981 年度の気象データの代表性について，申請準備時点の

最新気象データを用いて確認したところ，代表性が確認できな

かった。このため，平常時線量評価用の風洞実験結果が整備さ

れている 2005 年度の気象データについて，申請時点での最新

気象データにて代表性を確認した上で，安全解析に用いる気象

条件として適用することにした。これに伴い，添付書類九（通

常運転時の線量評価），添付書類十（設計基準事故時の線量評

価）の安全解析にも適用し，評価を見直すこととした。 

 

 

 

補足３ 

被ばく評価に用いた気象資料の代表性について 

 

1. はじめに 

新規制基準に係る被ばく評価に当たっては，島根２号炉の設置

変更許可申請（2013年12月25日）当初に用いていた1996年の気象

資料から，2009年の気象資料を用いて線量評価を行う事として，

気象資料の変更を行っている。 

本資料では，気象資料の変更の経緯と2009年の気象資料を用い

て線量評価することの妥当性について説明する。 

 

2. 観測期間の気象資料の代表性 

2.1 設置変更許可申請当初における気象資料の代表性 

 

島根２号炉の設置変更許可申請（2013年12月25日）当初，島

根原子力発電所原子炉設置変更許可申請書（１号及び２号原子

炉施設の変更並びに３号炉の増設）（平成17年４月26日設置変

更許可）で使用した，現地における1996年１月から1996年12月

までの１年間の気象データについて，長期間の気象状態と比較

して特に異常がないかどうかの検討を行い，代表性があること

を確認していた。（第１表参照） 

その後，2014年以降のデータを加えた代表性の検討において，

異常年検定による棄却数が長期間の気象データの代表性の目安

である３個を超え，当該年の代表性が確保されなくなった（第

１表参照）ため，代表性が確保された2009年１月から2009年12

月までの１年間の気象データを新たに気象年として，重大事故

等に係る被ばく評価を行うとともに，島根原子力発電所２号炉

原子炉設置変更許可申請書の気象（添付書類六），平常運転時

における一般公衆の受ける線量評価（本文九，添付書類九）及

び設計基準事故の被ばく評価（本文十，添付書類十）を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・気象資料の変更 

【東海第二】 

 

 

 

 

・申請に用いた気象デー

タの相違 

【東海第二】 

島根２号炉は設置変

更許可申請当時気象の

代表性は確保されてい

たため気象データ変更

を行っていない 
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女川原子力発電所敷地内において観測した2012年1月から2012

年12月までの1年間の気象データを用いて評価を行うにあたり，

当該1年間の気象データが長期間の気象状態を代表しているかど

うかの検討をF分布検定により実施した。 

以下に検定方法及び検討結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※：風洞実験は平常時，事故時の放出源高さで平地実験，模

型実験を行い排気筒の有効高さを求めている。平常時の

放出源高さの設定に当たっては，吹上げ高さを考慮して

おり，吹上げ高さの計算に 2005 年度の気象データ（風

向別風速逆数の平均）を用いている。 

これは，2011 年 3月以前，東海第二発電所において，

次のように 2005 年度の気象データを用いて原子炉熱出

力の向上について検討していたことによる。 

原子炉熱出力向上に伴い添付書類九の通常運転時の

線量評価条件が変更になること（主蒸気流量の 5％増に

よる冷却材中のよう素濃度減少により，換気系からの気

体状よう素放出量の減少等，別紙 1 参照），また，南南

東方向（常陸那珂火力発電所方向），北東方向（海岸方

向）の線量評価地点の追加も必要であったことから，中

立の大気安定度の気流条件での風洞実験を新たに規定

した「（社）日本原子力学会標準 発電用原子炉施設の安

全解析における放出源の有効高さを求めるための風洞

実験実施基準：2003」に基づき，使用済燃料乾式貯蔵建

屋，固体廃棄物作業建屋等の当初の風洞実験（1982 年）

以降に増設された建屋も反映し，2005 年度の気象データ

を用いて風洞実験(別紙 2参照)を実施した。 

 

3．2005 年度の気象データを用いて線量評価することの妥当性 

線量評価に用いる気象データについては，気象指針に従い統

計処理された 1年間の気象データを使用している。気象指針（参

考参照）では，その年の気象がとくに異常であるか否かを最寄

の気象官署の気象資料を用いて調査することが望ましいとして

いる。 

 

以上のことから，2005 年度の気象データを用いることの妥当

性を最新の気象データと比較し，以下の(1)(2)について確認す

る。 

(1) 想定事故時の線量計算に用いる相対濃度 

(2) 異常年検定 

 

 

 

 

第１表 異常年検定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 2009年の気象資料の代表性 

島根原子力発電所敷地内において観測した2009年1月から2009

年12月までの１年間の気象データを用いて評価を行うに当たり，

当該１年間の気象データが長期間の気象状態を代表しているか

どうかの検討をＦ分布検定により実施した。 

以下に検定方法及び検討結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・申請に用いた気象デー

タの相違 

【東海第二】 

島根２号炉は設置変

更許可申請当時気象の

代表性は確保されてい

たため気象データ変更

を行っていない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・気象期間の相違 

【女川２号，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

・検討対象の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は異常年

検定により，気象データ

の妥当性を確認 

 検定結果（棄却個数） 

検定年 

（年） 

統計期間 

（年） 
観測地点 

風向 

（16項目※） 

風速分布 

(11項目) 

合計 

（27項目） 

1996 

2003～2012 

標高28.5m １ ０ １ 

標高65m １ １ ２ 

標高130m ２ ０ ２ 

2005～2014 

標高28.5m １ ０ １ 

標高65m ３ ３ ６ 

標高130m ２ ０ ２ 

2009 
2008， 

2010～2018 

標高28.5m ０ ０ ０ 

標高65m ０ ０ ０ 

標高130m ０ ０ ０ 
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1. 検定方法 

(1）検定に用いた観測データ 

気象資料の代表性を確認するに当たっては通常は被ばく評価

上重要な排気筒高風を用いて検定するものの，被ばく評価では保

守的に地上風を使用することもあることから，排気筒高さ付近を

代表する地上高71mの観測データに加え，参考として地上高1Om

の観測データを用いて検定を行った。 

 

(2）データ統計期間 

統計年：2002年1月～2011年12月 

検定年：2012年1月～2012年12月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．想定事故時の線量計算に用いる相対濃度と異常年検定の評価結

果 

（1）想定事故時の線量計算に用いる相対濃度の最新の気象との比

較 

想定事故時の線量計算に用いる相対濃度について，線量評価

に用いる気象（2005 年度）と最新の気象（2015 年度）との比

較を行った。その結果，2005 年度気象での相対濃度※は

2.01×10－６s／m３，2015 年度気象では 2.04×10－６s／m３であ

る。2005 年度に対し 2015 年度の相対濃度は約 1％の増加（気

象指針に記載の相対濃度の年変動の範囲 30％以内）であり，

2005 年度の気象データに特異性はない。 

 

※：排気筒放出における各方位の 1 時間毎の気象データを用いた

年間の相対濃度を小さい方から累積し，その累積頻度が 97％

に当たる相対濃度を算出し，各方位の最大値を比較 

 

（2）異常年検定 

a．検定に用いた観測記録 

検定に用いた観測記録は第 1-2-1 表のとおりである。 

なお，参考として，最寄の気象官署（水戸地方気象台，小名浜特

別地域気象観測所）の観測記録についても使用した。 

 

第 1-2-1 表 検定に用いた観測記録 

 

※1：2006 年度は気象データの欠測率が高いため統計年から除外 

※2：敷地内観測地点地上 81m は東海発電所の排気筒付近のデータ 

であるが，気象の特異性を確認するため評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)検定方法 

ａ．検定に用いた観測データ 

気象資料の代表性を確認するに当たって，被ばく評価で使用

する気象データとして，地上風を代表する標高28.5ｍの観測デ

ータ，３号炉排気筒高さ付近を代表する標高65ｍの観測データ

及び２号炉排気筒高さ付近を代表する標高130ｍの観測データ

を用いて検定を行った。 

 

ｂ．データ統計期間 

統計年：2008年１月～2008年12月，2010年１月～2018年12月 

検定年：2009年１月～2009年12月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・検討対象の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は異常年

検定により，気象データ

の妥当性を確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・気象期間の相違 

【女川２号，東海第二】 
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(3）検定方法 

不良標本の棄却検定に関するF分布検定の手順に従って検

定を行った。 

 

2.検定結果 

検定の結果，排気筒高さ付近を代表する地上高71mの観測デー

タについては，有意水準5%で棄却された項目が0項目であり，地

上高10mの観測データについては1項目であったことから，棄却数

が少なく検定年が長期間の気象状態を代表していると判断した。 

検定結果を第1表から第4表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b．検定方法 

不良標本の棄却検定に関するＦ分布検定の手順により異常

年検定を行った（別紙 3参照）。 

 

c．検定結果（①～⑯棄却検定表参照） 

検定結果は第 1-2-2 表のとおりであり，最新の気象データ（2004

年 4 月～2016 年 3月）を用いた場合でも，有意水準（危険率）5％

での棄却数は少なく，有意な増加はない。また，最寄の気象官署

の気象データにおいても，有意水準（危険率）5％での棄却数は少

なく，2005 年度の気象データは異常年とは判断されない。 

 

第 1-2-2 表 検定結果 

 

※1：①：2001 年 4月～2013 年 3 月（申請時最新 10年の気象デー

タ） 

②：2004 年 4月～2016 年 3 月（最新 10 年の気象データ） 

2006 年度は気象データの欠測率が高いため統計年から

除外 

※2：敷地内観測地点地上 81m は東海発電所の排気筒付近のデータ

であるが，気象の特異性を確認するため評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．検定方法 

不良標本の棄却検定に関するＦ分布検定の手順に従って検

定を行った。 

 

(2)検定結果 

検定の結果，全ての高度における観測デ－タについて，有意水

準５％で棄却された項目は無かった（０項目）ことから，評価に

使用している気象デ－タは，長期間の気象状態を代表していると

判断した。 

検定結果を第２表から第７表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号，東海第二】 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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5．異常年検定による棄却項目の線量評価に与える影響 

異常年検定については，風向別出現頻度 17項目，風速階級別

出現頻度 10 項目についてそれぞれ検定を行っている。 

線量評価に用いる気象（2005 年度）を最新の気象データ（2004

年 4 月～2016 年 3月）にて検定した結果，最大の棄却数は地上

高 140m の観測地点で 27 項目中 4 個であった。棄却された項目

について着目すると，棄却された項目は全て風向別出現頻度で

あり，その方位はＥＮＥ，Ｅ，ＥＳＥ，ＳＳＷである。 

ここで，最新の気象データを用いた場合の線量評価への影響

を確認するため，棄却された各風向の相対濃度について，2005

年度と 2015 年度を第 1-2-3 表のとおり比較した。 

ＥＮＥ，Ｅ，ＥＳＥについては 2005 年度に対し 2015 年度は

0.5～0.9 倍程度の相対濃度となり，2005 年度での評価は保守的

な評価となっており，線量評価結果への影響を与えない。なお，

ＳＳＷについては 2005 年度に対し 2015 年度は約 1.1 倍の相対

濃度とほぼ同等であり，また，ＳＳＷは頻度が比較的低く相対

濃度の最大方位とはならないため線量評価への影響はない。 

 

第 1-2-3 表 棄却された各風向の相対濃度の比較結果 

 

※：燃料集合体落下事故を想定した排気筒放出における，各方

位の 1 時間毎の気象データを用いた年間の相対濃度を小さ

い方から累積し，その累積頻度が 97％に当たる相対濃度を

算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・棄却件数の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は棄却数

なし 
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6．結論 

2005 年度の気象データを用いることの妥当性を最新の気象デ

ータとの比較により評価した結果は以下のとおり。 

（1）想定事故時の線量計算に用いる相対濃度について，線量

評価に用いる気象（2005 年度）と最新の気象（2015 年度）での

計算結果について比較を行った結果，気象指針に記載されてい

る相対濃度の年変動（30％以内）の範囲に収まり，2005 年度の

気象データに特異性はない。 

（2）2005 年度の気象データについて申請時の最新気象データ

（2001 年 4 月～2013 年 3 月）及び最新気象データ（2004 年 4

月～2016 年 3月）で異常年検定を行った結果，棄却数は少なく，

有意な増加はない。また，気象指針にて調査することが推奨さ

れている最寄の気象官署の気象データにおいても，2005 年度の

気象データは棄却数は少なく，異常年とは判断されない。 

（3）異常年検定にて棄却された風向の相対濃度については，

最新気象データと比べて保守的，あるいは，ほぼ同等となって

おり，線量評価結果への影響を与えない。 

以上より，2005 年度の気象データを線量評価に用いることは

妥当である。 
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第1表 棄却検定表（風向） （地上高71m) 

 

 

 

 

 

①棄却検定表（風向）（標高 148ｍ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２表 棄却検定表（風向） 

観測場所：露場（標高 28.5m，地上高 20m）（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【女川２号，東海第二】 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 
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・評価結果の相違 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第3表 棄却検定表（風向） （地上高1Om) 
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観測場所：管理事務所屋上（標高 65m，地上高 50m）（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

第4表 棄却検定表（風速） （地上高1Om) ④棄却検定表（風速）（標高 89ｍ） 第５表 棄却検定表（風速） 

場所：管理事務所屋上（標高�65m，地上高�50m）（％） 

・評価結果の相違
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 
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観測場所：管理事務所屋上（標高 130m，地上高 115m）（％） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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⑥棄却検定表（風速）（標高 18ｍ） 

 

 

第７表 棄却検定表（風速） 

場所：管理事務所屋上（標高 130m，地上高 115m）（％） 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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⑦棄却検定表（風向）（標高 148ｍ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象高度数の相違 

【東海第二】 
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⑧棄却検定表（風速）（標高 148ｍ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象高度数の相違 

【東海第二】 
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⑨棄却検定表（風向）（標高 89ｍ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象高度数の相違 

【東海第二】 
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⑩棄却検定表（風速）（標高 89ｍ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象高度数の相違 

【東海第二】 
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⑪棄却検定表（風向）（標高 18ｍ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象高度数の相違 

【東海第二】 
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⑫棄却検定表（風速）（標高 18ｍ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象高度数の相違 

【東海第二】 
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⑬棄却検定表（風向）（水戸地方気象台） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は敷地内

の気象データを用いて

検定を実施 
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⑭棄却検定表（風速）（水戸地方気象台） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は敷地内

の気象データを用いて

検定を実施 
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⑮棄却検定表（風向）（小名浜気象観測所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は敷地内

の気象データを用いて

検定を実施 
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⑯棄却検定表（風速）（小名浜気象観測所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価対象の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は敷地内

の気象データを用いて

検定を実施 
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（参考） 

「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」の解説 X.での

記載 
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別紙 1 

平常時の気体状よう素放出量について 

 

平常時の気体状よう素放出量の主要な放出経路である換気系

からの放射性よう素放出量は，「発電用軽水型原子炉施設周辺の

線量月標値に対する評価指針」に基づき，換気系の漏えい係数に

冷却材中の放射性よう素濃度を乗じて求めている。 

一方，冷却材中の放射性よう素濃度は，次式により求めている。

例えば，ここで主蒸気流量ＦＳが増加した場合γが増加するた

め，放射性よう素濃度は減少する。 

 

 

前述の換気系の漏えい係数は変わらないため，放射性よう素濃

度の減少に伴い気体状よう素放出量は減少する。 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

補足3 

建造物の増設又は移設による大気拡散条件への影響について 

 

女川原子力発電所における建造物の増設又は移設による大気

拡散条件の変化は，風洞実験結果に影響を及ぼす可能性が考えら

れる。 

「発電用原子炉施設の安全解析における放出源の有効高さを

求めるための風洞実験実施基準：2009」においては，「既設放出

源に対する増設建屋の影響が著しくないと予想される条件」とし

て，「放出源近傍の地形が増設により極端に変化しない場合であ

って，既設放出源の実高さが増設建屋の高さの2.5倍以上ある場

合，又は既設放出源と増設建屋の距離が十分にある場合」と記載

されている。 

この記載を踏まえ，女川原子力発電所敷地内における建造物の

増設又は移設が上記の条件に該当し，大気拡散条件に影響しない

ことを以下のとおり確認した。 

 

1 .建造物の増設又は移設の影響 

建造物が増設されたことによる影響を検討するうえでは，第1

図のとおり建造物 

の設置位置の標高を基準とし，その標高に建造物の高さの2.5

倍を加えた高さが， 

排気筒実高さ175mを上回る場合には，建造物の増設による影

響があるものと整理 

することが保守的であると考えられる。 

女川原子力発電所における増設又は移設された主な建造物及

びその配置を第2 

図に示す。 

上記の考え方に基づき確認した結果は第1表のとおりであり，

「既設放出源の実 

高さが増設建屋の高さの2.5倍以上ある場合，又は既設放出源と増

設建屋の距離が 

十分ある場合」に該当するため，大気拡散条件には影響しな

いことを確認した。 

 

別紙 2 

東海第二発電所風洞実験結果の概要について 

 

風洞実験結果は，参考文献「東海第二発電所大気拡散風洞実験

報告書」（平成 25 年 12 月，三菱重工業株式会社）で公開してい

る。風洞実験結果の概要を以下に示す。 

なお，風洞実験は「（社）日本原子力学会標準 発電用原子炉施

設の安全解析における放出源の有効高さを求めるための風洞実

験実施基準」（2003 年 6月，社団法人 日本原子力学会）に基づき

実施している。 

1. 実験手順 

（１）大気安定度で中立（Ｃ～Ｄ）に相当する条件になるように

風洞実験装置(図 1参照)内の気流（風速分布，乱流強度分

布）を調整する（図 2参照）。 

（２）排気筒有効高さを決定するためのスケールを作成するた

め，風洞実験装置内に縮尺模型を入れないで高度を変えて

模型排気筒からトレーサガス（ＣＨ４）を放出し，地表濃

度を測定する平地実験を実施する（図 3参照）。 

（３）風洞実験装置内に縮尺模型（1／2,000，風下 10Km）を入れ，

所定の高度の模型排気筒からトレーサガスを放出し，地表

濃度を測定する模型実験を行い平地実験結果と照合し，排

気筒源有効高さを求める（図 4参照）。これにより，建屋，

地形の大気拡散に及ぼす影響を把握する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足４ 

島根原子力発電所風洞実験結果の概要について 

 

気象資料の更新に合せ，島根３号炉増設申請以降の敷地の造成

や新規制基準適合に係る建物の増設による影響を確認するため，

「日本原子力学会標準 発電用原子炉施設の安全解析における放

出源の有効高さを求めるための風洞実験実施基準：2009」に基づ

き，風洞実験を実施した。 

島根原子力発電所の風洞実験の結果を以下に示す。 

  

1. 実施設備 

(1) 乱流輸送モデリング風洞 

一般財団法人電力中央研究所が所有する乱流輸送モデリ

ング風洞の第１試験セクションを使用した。風洞の概要及び

主な仕様を第１図に示す。 

(2) 気流調整装置 

風洞内の気流状態を実大気の気流に近づけるため，乱流格

子を風洞測定部入口に，アングル及びスパイアを測定部上流

に設置した。 

(3) トレーサガス 

濃度測定では，Γ型模型排気筒よりトレーサガスを放出す

る。トレーサガスはエチレン（C2H4）を用い，放出速度を周

囲の風速に合わせるため空気を混合した。 

 

2. 実施内容 

2.1 平地実験 

平地実験では，風路内に模型のない平地の状態で風洞気流を所

定の条件に調整した後地表濃度測定を実施した。 

(1) 気流調整 

風洞内の気流状態が大気安定度で中立（Ｃ～Ｄ）に相当す

る条件になるように風洞実験装置（図１参照）内の気流調整

装置を配置し気流（風速分布，乱流強度分布）を調整した。

気流測定の概要を第２図，気流条件の調整結果を第３図に示

す。 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【女川２号】 

島根２号炉は風洞実

験を実施しているため，

結果の概要を説明 
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第l図 建造物の増設による影響イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2図 女川原子力発電所における増設又は移設された主な建造

物の配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 地表濃度測定 

気流調整後，各放出源高さからトレーサガスを放出し，地

表濃度測定を行った。Γ型模型排気筒から風下水平方向に風

速と同等の速度でトレーサガスを放出し，風下 6.0km までの

範囲の地表面十数点について，地表濃度を測定した。濃度測

定の概要を第４図に示す。 

 

〔実験条件〕 

・放出源高さ：15高度（実規模換算で

0m,20m,30m,40m,50m,60m,70m,80m,100m,120m,140m, 

160m,200m,240m,280m） 

・測定範囲：排気筒風下 6km までの範囲 

・測定機器：全炭化水素分析計 

 

2.2 模型実験 

平地実験後，島根原子力発電所の模型を配置し，拡散実験を行

った。 

(1) 拡散実験 

模型排気筒よりトレーサガスを放出し，地表濃度を測定し

た。 

 

〔実験条件〕 

・気流条件：平地実験にて調整した気流を使用 

・トレーサガス放出位置：２，３号炉排気筒及びＦＶ排気管 

・放出源高さ：第１表参照 

・実験方位：陸側１２方位（ENE，E，ESE，SE，SSE，S，SSW，

SW，WSW，W，WNW，NW） 

・測定範囲：排気筒風下５kmまで 
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第1表 女川原子力発電所における増設又は移設された 

主な建造物による大気拡散条件への影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 風洞実験装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１図 風洞の概要及び主な仕様 

 

 

第２図 気流測定の概要 
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（参考） 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

図 2 気流条件調整結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３図 気流条件調整結果 
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第４図 濃度測定の概要 
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女川原子力発電所２号炉（令和元年 10月 3日） 東海第二発電所（平成 30年 9月 18 日） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

2. 放出源高さ 

放出源高さは，事故時は通常の換気系は運転されないと想定

し，排気筒実高Ｈ01=Ｈs，平常時は換気系の運転による吹上げ効

果を考慮し，次式のように排気筒実高に吹上げ高さを加えた放出

高さＨ02とする。ここで，1/Ｕには，2005 年度の気象データを用

いた。表１に風洞実験の放出源高さを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 放出源高さ 

放出源高さは，平常運転時においては，換気系の運転による吹

上げ効果を考慮し，次式にて計算される吹上高さを排気筒の実高

さに加えたものを放出源高さとする。ここで，１／Ｕには 2009

年１月～2009 年 12 月の気象データを用いた。 

事故時は，換気系の運転による吹上げの効果に期待せず，排気

筒実高さを放出源高さとする。第１表に放出源高さを示す。 

 

Ｈ＝Ｈｓ＋⊿Ｈ 

⊿Ｈ＝ 3 
 

 
・Ｄ 

ここで， 

Ｈ：放出源高さ（m） 

Ｈｓ：排気筒高さ（m）（２号炉：120（m）， 

３号炉：56.5（m）） 

⊿Ｈ：吹上高さ（m） 

Ｗ：吹き出し速度（m/s）（２号炉：26（m/s）， 

３号炉：28（m/s）） 

Ｄ：排気筒出口直径（m）（２号炉：3.3（m）， 

３号炉：2.8（m）） 

１／Ｕ：風向別風速逆数の平均（s/m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・気象データの相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

 

・設備の相違 

【東海第二】 
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表１ 放出源高さ 

 

 

3. 排気筒有効高さ 

縮尺模型を入れない平地実験と縮尺模型を入れた模型実験（平

常時及び事故時）の結果から，図 4のように求めた排気筒有効高

さを表 2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１表 放出源高さ（地上高） 

 

 

 

 

 

 

4. 放出源有効高さ 

平地実験及び模型実験の結果から，第５図のように求めた排気

筒有効高さを第２表に示す。 

第２表では，今回の気象資料変更前の２号炉排気筒及び３号炉

排気筒における排気筒有効高さについても示している。 

平常時の変更前後の傾向として，全体的に有効高さが高くなっ

ている。これは年間にわたる平均風速の低下に伴い，平常時の放

出源高さが大きくなったことによるものと考えられる。 

事故時には吹上高さの影響は考慮しないこともあり，有効高さ

に大きな変化は見られない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・放出源高さの相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
２号排気筒 

（標高 130m 地点の風向,風速データ） 

３号排気筒 

（標高 65m 地点の風向,風速データ） 

ＦＶ排気

管 

実験方位 

（風下） 

風速逆数

の平均

（ｓ／

ｍ） 

吹上高さ

（ｍ） 

放出源高さ 

（地上）(ｍ) 

風速逆数

の平均

（ｓ／

ｍ） 

吹上高さ

（ｍ） 

放出源高さ 

（地上）（ｍ） 

放出源高

さ（地上）

（ｍ） 

事故時 平常時 事故時 平常時 事故時 

ＥＮＥ 0.41 105.5 120 226 0.57 169.3 56.5 226 50 

Ｅ 0.35 90.1 120 210 0.54 155.2 56.5 212 50 

ＥＳＥ 0.29 74.6 120 195 0.86 115.2 56.5 172 50 

ＳＥ 0.38 97.8 120 218 0.87 120.0 56.5 176 50 

ＳＳＥ 0.39 100.4 120 220 0.72 180.2 56.5 165 50 

Ｓ 0.53 136.4 120 256 0.51 120.0 56.5 176 50 

ＳＳＷ 0.45 115.8 120 236 0.71 167.0 56.5 223 50 

ＳＷ 0.41 105.5 120 226 1.00 235.2 56.5 292 50 

ＷＳＷ 0.45 115.8 120 236 0.91 214.0 56.5 271 50 

Ｗ 0.59 151.9 120 272 0.91 214.0 56.5 271 50 

ＷＮＷ 0.56 144.1 120 264 0.99 232.8 56.5 289 50 

ＮＷ 0.41 105.5 120 226 0.79 185.8 56.5 242 50 
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表 2 排気筒有効高さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２表 排気筒有効高さ（ｍ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・実験結果の相違 

【東海第二】 
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図 3 平地実験結果 
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図 4 排気筒有効高さの求め方（風向：Ｎ，平常時の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第５図 排気筒有効高さの求め方（実験方位：Ｅ，２号排気筒，

平常時の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・実験結果の相違 

【東海第二】 
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別紙 3 

異常年検定法の概要について 

 

Ｆ分布検定の手順により異常年検定を行った。 

この検定方法は，正規分布をなす母集団から取り出した標本の

うち，不良標本と見られるものを X０(検定年)，その他のものを 

X１，X２，X３，…Xi，…Xn(比較年)とした場合，X０を除く他のｎ

個の標本の平均を ̅  ∑    ⁄
 
   として，標本の分散から見て X０と

 ̅との差が有意ならば X０を棄却とする方法である。検定手順を以

下に示す。 

（１）仮説:不良標本 X0と他の標本（その平均値）X̅との間に有意

な差はないとする。 

 

  ：    ̅ ( ̅  ∑    ⁄
 

   
) 

（２）分散比 F0を計算する。 

 

   
(   )(    ̅)

 

(   )  
 

 

   ∑ (    ̅)
  ⁄

 

   
 

（３）検定年は１年，比較年は 10年，有意水準（危険率）は５％

として，Ｆ分布表のＦ境界値（  
 (    )      ）を求める。 

 

 

（４）Ｆ0とＦ境界値とを比較して，   Ｆ境界値であれば仮説は

採択する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足５ 

異常年検定法の概要について 

 

Ｆ分布検定の手順により異常年検定を行った。 

この検定方法は，正規分布をなす母集団から取り出した標本の

うち，不良標本とみられるものをＸ0，その他のものをＸ1，Ｘ2…

…Ｘi，……Ｘnとした場合，Ｘ0を除く他のｎ個の標本の平均を  

 ̅  ∑    ⁄
 
   として，標本の分散から見て，Ｘ0と ̅との差が有意

ならばＸ0を棄却とする方法である。 

 

(1) 仮説：不良標本Ｘ0と他の標本（その平均値） ̅との間に有意

な差はないとする。 

 

  ：    ̅ ( ̅  ∑    ⁄
 

   
) 

(2) 分散比 F0を計算する。 

 

   
(   )(    ̅)

 

(   )  
 

ただし， 

   ∑ (    ̅)
  ⁄

 

   
 

(3) 検定年は１年，比較年は 10 年とし（自由度ν1＝１，ν2＝10 

- 1＝９），有意水準（危険率）αを５％として，Ｆ分布表から

Ｆ境界値（  
 (    )      ）を求める。 

 

(4) Ｆ0とＦ境界値（  
 (    )      ）とを比較して， 

   Ｆ境界値（  
 (    )      ）ならば仮説棄却：  ：    ̅

は棄却する 

   Ｆ境界値（  
 (    )      ）ならば仮説採択：  ：    ̅

は採択する 

 

危険率αにおける棄却限界はＦ0＝  
 (    )とおいてＸ0を計

算することで以下のように求めることができる。 

    ̅   √
(   )

(   )
  
 (    ) 
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具体的には，次のように棄却限界の上限値と下限値を求め，その

範囲に検定年 X0が収まっているかを確認して検定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記により求めた棄却限界の上限値と下限値の範囲に検定年

Ｘ0が収まっているかを確認して検定している。 

 ̅   √
(   )

(   )
  
 (    )      ̅   √

(   )

(   )
  
 (    ) 
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